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貴職におかれましては、日頃より県内商工業の発展や観光振興、魅力あるまちづくりにご尽力され、地域経済の活性化と県民生活の安定・向上に多大な貢献をされておられることに心より敬意を表します。

さて、連合新潟は2008春季生活闘争を「非正規も正規も働く仲間　賃金改善・働き方改革でワーク・ライフ・バランスを」のスローガンのもとスタートいたしました。この取り組みは、個別労使交渉の範囲にとどまらず、経済や労働条件の社会的相場形成にも一定の波及効果を持つものであり、一人ひとりが豊かで安心した生活できる社会が実現するよう、すべての加盟組合がすべての労働者のために交渉を展開しております。
つきましては、下記のとおり、私どもの主張と考え方をお示ししますので、これらについて貴組織の認識やお考えをお伺いしたいと存じます。

記

１．日本の経済は長期に渡る家計の可処分所得の低下を受け、経済の軸である個人消費が停滞しています。このことから、外需への依存度が高まり世界経済の影響を受け易くなっています。また、原油高騰の影響による消費者物価の上昇により、さらに個人消費を停滞させる悪循環に入り込む危険性があります。このような情勢の中、連合新潟は内需の脆弱性を克服するためにも労働者の可処分所得を引上げるため、企業利益を広く従業員に還元することを各企業に要求しておりますが、このような私どもの主張について、どのようにお考えになりますか。
２．連合総研による｢中小企業における取引関係に関する調査｣によると、発注企業の優越的地位の濫用の改善が進んでおらず、｢代金支払い遅延・長期手形｣や｢代金減額・買いたたき｣といった下請法に抵触する行為が報告されています。原因の一つには、下請法への理解不足があり、政府でも｢成長力底上げ戦略｣において、業種別ガイドラインを策定し、周知・普及に努めています。連合新潟では、中小企業は、発注側から品質・価格・納期などを管理される立場が強いうえに、グローバリゼーションの進展などにより、長期安定的な取引関係を望むことが難しい状況になっていることから、そうした状況を乗り越えるためにも、その原動力となる労働組合や労働者の理解と協力が不可欠であると考えるとともに、下請法の厳格な運用を行うよう関係団体に求めています。これらについて貴組織からもご理解いただきたいと存じますが、いかがでしょうか。
３．２００８年４月１日よりパート労働法が改正されます。パート労働法では、正規雇用者の職務と人材活用の仕組みがほとんど同じであれば、賃金を通常の労働者と同一の方法で決定されることが努力義務化されるほか、通常の労働者への転換を推進されるための措置を講じることが義務化されます。また、通常の労働者と同視すべきパートタイム労働者の待遇を差別的に取り扱うことが禁止されるなど、この改正の目的はパートタイム労働者がその能力をより一層有効に発揮することができる雇用環境を整備するためであります。以上の法改正も踏まえ、連合新潟は、正規雇用への転換、雇用形態による処遇格差の是正、企業内最低賃金協定の締結による低賃金労働者の底上げなど、所得と働き方の格差是正に取り組んでおりますが、このことについて貴組織はどのように捉えておられるかお聞かせ下さい。

４．２００７年１０月２９日に、貴職を含む経済５団体の代表、県知事、市長会、町村会長、連合新潟会長の９者による、ワーク・ライフ・バランス推進共同宣言を調印しました。内容は、経済界、労働界、行政が一体となって「ワーク･ライフ･バランス」を理念だけでなく実践に移す時にきており、その実現に向けて、行動を推進することであります。少子高齢化が進み、労働力が減少していくなかで、今後多くの就労の機会を提供するためには、育児や介護、地域やボランティア活動、自己の生活ニーズなど、ワーク・ライフ・バランスを意識した「環境整備」が必要でありますが、実現の環境は国際的に大きく遅れており、その要因は長時間労働に改善がなされていないところにあります。連合新潟は、総実労働時間を短縮する有効な施策の一つとして時間外割増率の引上げ（時間外４５時間以下２５％を３０％、４５時間超２５％を５０％、休日３５％を５０％）を求めることにしました。このような私どもの主張について、どのようにお考えになりますか。

以　上

